
１．各会計の補正予算額

会　　計　　名 既　定　額 補　正　額 計

一 般 会 計 33,994,911 231,250 34,226,161  別紙のとおり

小 田 川 財 産 区
特 別 会 計

6,376 6,376

大 屋 財 産 区
特 別 会 計

2,075 2,075

樋 ヶ 沢 財 産 区
特 別 会 計

457 457

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

5,631,373 5,631,373

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

703,638 703,638

介 護 保 険 特 別 会 計 6,147,369 6,147,369

地 方 卸 売 市 場
特 別 会 計

17,659 17,659

水 道 事 業 会 計 2,547,210 2,547,210

工業用水道事業会計 165,865 165,865

下 水 道 事 業 会 計 4,364,923 4,364,923

合　　　　　　　計 53,581,856 231,250 53,813,106

令和５年度１月補正予算の概要

（単位　：　千円）

備　　　　　　考



（ 単位 ： 千円 ）

金　　額

<民生費>

231,250

231,250

※補正額の財源内訳（ 千円 ）

　　国庫支出金 231,250

計 231,250

物価高騰重点支援給付金事
業（国予備費分）
【社会福祉課】

　物価高騰の負担感が大きい低所得世帯を支援するため、住
民税均等割のみ課税世帯などに給付金を支給する。
　・対象者
　　①住民税均等割のみ課税世帯　1世帯あたり10万円
　　　　1,500世帯
　　②低所得者の子育て世帯
　　　（住民税非課税または均等割のみ課税）
　　　　こども一人あたり5万円　1,000世帯　1,500人
　
       　①+②給付金　225,000千円　事務費　6,250千円

　・財源(国：10/10)
　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

合　　　計

２．一般会計　補正予算（第７号）の内容

事　　業　　名 事　　　業　　　の　　　概　　　要


